




























































































































































する相談件数は、2009年 4 月は 8件であったが、2010年11月には96件と急増



































等確認時の留意事項追加（監督指針Ⅸ─ 1 ─ 2（2）、Ⅸ─ 2 ─ 1（1））、②監督手
法・対応として、公益または投資者保護の観点から問題行為を行っていると
認められる場合の警告書の発出・警告書の様式の新設（監督指針Ⅸ─ 1 ─ 1
（2））、③警告書を発出した業者等について ｢問題が認められた適格機関投資
























































































































































































































てはならない者（金商法63条 7 項）と定め、また、同廃止の日から 5年を経
過しない者を金融商品取引業の登録拒否要件に加えた（同29条の 4第 1項 1
号イ・ロ、 2 号ニ～ヘ）。適格機関投資家等特例業務を行ってはならない者
としては、暴力団員の排除の徹底のため、暴力団員または暴力団員でなくな














































2 　平成28年 1 月政令・内閣府令改正閣議決定
　上記の金商法改正を受けて関係政府令等の策定作業が進められ、パブリッ
ク・コメント手続きを経て、平成28年 1 月29日に政令が閣議決定され、関係



































































































































を辞めたその後 5年以内も含む）（ 1・ 4号）、認定経営革新等支援機関とし
て認定された税理士、公認会計士、弁護士等（10号）、会社事業の立ち上げ
等の経験が 1 年以上ある役職員（経験後 5 年以内も含む）（ 7 号）といった











































































































































プ金融商品取引法研究会・前掲注（ 5） 4～ 5、 7頁〔黒沼発言〕。





























































3 回 WG・同月21日開催第 4 回 WG 議事録および第 4 回資料 1 ─ 1 「事務局説
明資料」 9頁を参照。
（18）　ただし、適格機関投資家は金商法上の業規制の対象ではなく（その旨は

















































1 項 3 ・ 4 号）、②運用報告書（金商法42条の 7）の記載事項のうち、相手方
の名称等の省略（金商業等府令134条 1 項 3 号ハ）、③運用財産報告書の対象期










（34）　平成26年11月 6 日開催WG（第 3回）WG議事録〔井上証券課長発言〕。
64　最先端技術関連法研究　第16号
（35）　日本取引所グループ金融商品取引法研究会・前掲注（ 5） 7 頁〔黒沼発
言〕。
（36）　ベンチャー・キャピタルを中心とする組織としては、2002年11月に一般社
団法人日本ベンチャーキャピタル協会が設立されている。同協会は、現行は金
商法上の自主規制機関ではない。WGでは、金商法上の自主規制機関に何らか
の形で加入した場合に、ベンチャー・ファンドの特例を認める考え方が提案さ
れていたが、討議・採用には至らなかった。平成26年12月16日開催WG（第 4
回）議事録〔大崎貞和委員発言〕。
